
団体名

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

110,009 108,427 1,582 1,360 145,624 43

129 71 58 58 - -

18 15 3 3 - -

27 27 0 0 - 3

 4  0 4 4 - -

109,986 108,343 1,643 1,082 144,011 43

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの
繰入金

6,273 5,752 521 - 14,344 488

563 491 72 - 1,143 -

4,118 3,950 168 △ 2,727 738 551

304 347 △ 43 △ 1,328 41 5

6,681 6,295 386 - 54,589 4,140

318 318 0 - 3,876 200

585 595 △ 10 - 474 50

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
372 388 0 0 818 4

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
24 25 0 0 - 9

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
317 311 6 0 984 144

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
152 147 5 0 306 71

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
307 307 0 0 71 153

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
118 118 0 0 - 8

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
300 365 80 80 872 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
839 839 0 0 1,434 29

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
731 731 0 0 731 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
108 108 0 0 703 29

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
869 869 0 0 7,185 164

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,474 2,330 25 0 29,551 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
112 0 △ 108 0 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,362 2,330 133 0 29,551 -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
96 41 55 55 - -

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
24,864 24,551 313 246 - 1,286

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
135 135 0 0 579 50

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
32,574 32,837 △ 263 △ 263 - 2,266

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
16,854 16,711 143 143 - 2,416

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
負担割合

5 3 2 2 - 73.4

28 15 13 13 - －

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体からの
出資金
（千円）

当該団体からの
補助金
（千円）

当該団体からの
貸付金
（千円）

当該団体からの
債務保証に係る
債務残高

備考

6,065 206,509 170,000 - - - -

4,172 69,148 50,000 33,450 - - -

1,181,378 1,962,484 10,000 - 4,000,000 14,134 -

815 79,425 5,000 - - - -

11,295 297,274 210,000 - - - -

5,670 86,037 50,000 - - - -

0 5,177 5,000 - - - -

703 103,366 102,000 - - - -

△ 30,611 147,127 50,000 - - - -

5,879 34,419 12,000 - - - -

△ 29,215 △ 18,444 9,609 14,339 18,000 - -

△ 5,736 △ 4,870 2,500 2,340 － - -

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

財産区事業会計

呉広域行政事務組合（一般会計） -

財政力指数

-

-

-

下水道事業会計
（漁業集落排水事業）

駐車場事業会計

国民健康保険事業会計
（事業勘定）

実質公債費比率

ゆたか海の駅

呉市体育振興財団

くれ産業振興センター

安浦生涯学習振興財団

呉市建設公社

呉市土地開発公社

財政状況等一覧表（平成１７年度）

倉橋まちづくり公社

県民の浜蒲刈

斎島汽船

呉市文化振興財団

蘭島文化振興財団

野呂山観光開発公社

下水道事業会計
（特定環境保全公共下水道）

下水道事業会計
（公共下水道）

下水道事業会計
（農業集落排水事業）

交通災害共済事業会計

（内訳）宅地造成事業会計
（臨海土地造成）

市場事業会計

宅地造成事業会計
（その他造成）

観光施設事業会計
（休養宿泊施設）

宅地造成事業会計
（臨海土地造成）

（内訳）宅地造成事業会計
（その他造成）

呉広域行政事務組合（特別会計）

普通会計

上水道事業会計

工業用水道事業会計

交通事業会計

観光施設事業会計

（内訳）宅地造成事業会計
（その他造成）

介護サービス事業会計
（指定訪問看護ステーション）

介護サービス事業会計
（介護老人保健施設）

-

-
国民健康保険事業会計

（直診勘定）

-

-

-

病院事業会計

-

上記のうち警固屋地区用地造成分
（内訳）宅地造成事業会計

（臨海土地造成）

港湾整備事業会計

-

介護保険事業会計
（保険勘定）

老人保健医療事業会計
-

91.2

法適用企業

法適用企業

法適用企業

-

-

-

-

備考

-

2.0

-

-

-

-

-

当該団体からの
損失補償に係る
債務残高

-

0.578

14.2

実質収支比率

経常収支比率

呉市

備考

基金から124百万円繰入

-

-

一般会計

-

公園墓地事業特別会計

地域下水道事業特別会計

離島航路事業特別会計

基金から124百万円繰入

法適用企業

備考

法適用企業

法適用企業

法適用企業

-

-

-

-

基金から1,600百万円繰入

基金から148百万円繰入

上記のうち昭和東工業用地造成分

上記のうち安浦駅北住宅用地造成分

上記のうち臨海土地造成事業分

-


